
サービス利用契約書  

（認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護） 

  

 

                                      甲（利用者）               様       

 

乙（事業者）社会福祉法人 相清福祉会 

理事長 相 川 文 仁   

 

（目的） 

第１条 乙は、介護保険法関係法令及びこの契約に従い、甲に対し、共同生活住居において、家庭的な

環境のもとで、甲が可能な限り、その有する能力に応じて自立した生活を営むことができるよう

共同生活介護サービスを提供します。 

     ２  乙は、甲の要介護状態区分、甲の被保険者証に記載された認定審査会意見に従って、サービス

を提供します。 

     ３  甲は、乙からサービスの提供を受けたときは、乙に対し、別紙重要事項説明書の記載に従い、

利用料自己負担分を支払います。 

 

（契約の期間） 

第２条 この入居契約期間は、令和  年  月  日から甲の要介護状態（要支援状態）有効期間満

了日までとします。 

２ 契約満了日の３０日前までに、甲から書面による契約終了の申し出がない場合、かつ甲の要介

護認定の更新で要支援２または要介護状態（要介護１～要介護５）と認定された場合、この契約

は自動更新され、以降も同様とします。 

 

（介護計画の作成） 

第３条 乙は、甲の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、介護従事者と協議のうえ、

援助の目標、その目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した認知症対応型共同

生活介護計画（以下「介護計画」という。）を、甲及び甲の家族の同意を得て作成します。 

  乙は、介護計画作成後においても、その実施状況を把握し、必要に応じて介護計画を変更しま

す。 

    ２  甲は乙に対し、いつでも介護計画の内容を変更するよう申し出ることができます。 

        この申し出があった場合、乙は、明らかに変更の必要がないとき、又は甲の不利益となるとき

を除き、甲の希望に沿うように介護計画を変更します。 

    ３ 乙は、介護計画を作成し、又は変更した場合は、甲と甲の家族に対し、その計画の内容を説明

します。 

 

（介護サービスの提供） 

第４条 乙は、前条の介護計画に基づき、次項以下のサービス（その内容は「重要事項説明書」のとお



り。）を提供します。 

 乙は、甲及び甲の家族に対し、本条のサービスの提供方法等について説明をします。 

    ２ 乙は、介護保険給付対象サービスとして、次の各号のサービス等を提供します。甲は、食事の

用意その他の家事等については、乙と共同して行うよう努めます。 

乙は、食事の用意その他の家事等を行うことを甲に強要はしません。 

 一  入浴、排泄、食事、洗濯、着替え等の介護その他日常生活上の世話。 

 二  行政機関等に対する手続きの代行その他社会生活上の便宜の提供。 

 三  専門的な知識・経験を要しない機能回復訓練。 

 四  医療機関への受診その他療養上の世話。 

 五  相談、援助。 

     ３ 乙は、次の介護保険給付対象外サービスを提供します。乙はその提供に当たり、甲及び甲の家

族に対し、サービスの内容及び費用について説明し、同意を得ます。   

一  食材の提供。 

二  おむつの提供。 

三  理美容。 

四 レクリエーション 

五  共同生活住居の利用。 

 

（身体不拘束） 

第５条 乙は、甲又は他の入居者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体

的拘束その他甲の行動を制限しません。 

 

（介護計画作成前のサービス） 

第６条 乙は甲に対し、第３条の介護計画が作成される前であっても、甲のために適切なサービスの提

供をします。 

 

（家族との連携と交流） 

第７条 乙は、甲の家族との連携を図るとともに、甲と家族の交流の機会を確保するよう努めます。 

     ２  甲の家族は最低月１回以上の面会を義務づけるものとします。 

 

（金銭等の管理） 

第８条 乙は、甲の日常生活に必要な金銭の保管管理について甲と別途契約を締結した場合を除き、甲

の現金、預貯金、その他財産の管理運用を行いません。 

 

（意向確認及び情報の開示） 

第９条 入居契約時に、ご家族の意向をお聞きし、出来る限り本人が暮らしやすい環境を提供出来るよ

うご相談致します。 

ご家族や地域の関係者に向けて、グループホーム内での日常の暮らしぶりや入居者の様子、職

員の関わり、案内等を具体的にお知らせするための便りをお出しします。 

 



（運営規程の遵守） 

第１０条 乙は、別に定める運営規程に従い必要な人員を配置し、本契約に基づくサービスを提供すると

ともに建物及び付帯施設の維持管理を行います。 

２ 運営規程については、本契約に付随するものとして、乙は遵守するものとし、乙がこれを変更

する場合、事前に甲に対し説明するものとします。 

３  甲は事前の変更に同意できない場合、本契約を解除することができます。 

 

（サービス利用料金の支払い） 

第１１条 甲は、要介護度に応じて第４条２項に定めるサービスを受け、重要事項説明書に定める所定の

料金体系に基づいたサービス利用料金から介護保険給付額を差し引いた差額分を、乙に支払うも

のとします。 

２ 第４条３項に定めるサービスについては、甲は、重要事項説明書に定める所定の料金体系に基

づいたサービス利用料金を乙に支払うものとします。 

３  甲は、前項の他、甲の日常生活上必要となる諸費用実費を乙に支払うものとします。 

４ 前３項に定めるサービス利用料金は、１ヵ月ごとに計算し、甲はこれを翌月２０日までに支払

うものとします。 

５ １ヵ月に満たない期間のサービス利用料金は、利用日数に応じて計算した金額とします。 

 

（利用料金の変更） 

第１２条 第１１条１項に定める利用料金について、介護給付費体系の変化があった場合、乙は当該サー

ビスの利用料金を変更できるものとします。 

２ 第１１条２項及び３項に定めるサービス利用料金については、経済状況に著しい変化、その他

やむを得ない事由がある場合に甲に対し、変更を行う日の２ヶ月前までに説明し、当該サービス

の利用料金を相当な額に変更できるものとします。 

３  甲は前項の変更に同意できない場合、本契約を解除することができます。 

 

（保険給付の請求のための証明書の交付） 

第１３条 乙は、法定代理受領サービスに該当しない介護サービスを提供した場合において、甲から利用

料金の支払いを受けたときは、甲に対し、サービスの提供証明書を交付します。サービス提供証

明書には、提供した介護保険給付対象のサービスの種類、内容、利用単位、費用等を記載します。 

 

（介護サービスの記録） 

第１４条 乙は甲に対する介護サービスの提供に際し作成した記録書類を、提供完了日から２年間保存し

ます。 

２  甲又は甲の家族は、乙に対し、いつでも前項の記録の閲覧・謄写を求めることができます。 

         乙は、謄写に要する実費を請求することができます。 

 

（事業者の責任によらない事由によるサービスの実施不能） 

第１５条 契約の有効期間中、地震、台風等の天災その他、自己の責に帰すべからず事由によりサービス

の実施ができなくなった場合、甲に対して当該サービスを提供すべき義務を負いません。 



２  前項の場合、乙は甲に対してすでに実施したサービスについては、所定のサービス利用料金を

請求することができるものとします。その際、１ヵ月に満たない期間の利用料金の支払いについ

ては、第１１条５項の規程を準用します。 

 

（契約の満了） 

第１６条 次の各号に該当する場合はこの契約は満了します。 

一  甲が死亡したとき。 

二  第１７条に基づき、甲から契約の解除の意思表示がなされ、予告期間が満了した場合。 

三  第１８条に基づき、乙から契約の解除の意思表示がなされ、予告期間が満了した場合。 

四  施設の減失や重大な損壊により、サービスの提供が不可能になった場合。 

五  甲の要介護区分が、自立（非該当）又は要支援１と判断された場合。 

六  乙が解散命令を受けた場合、破産した場合、又はやむを得ない事由により事業所を閉鎖した

場合。 

七  乙が介護保険の指定を辞退、又は取り消された場合。 

 

（甲の契約解除） 

第１７条 甲は乙に対し、いつでもこの契約の解除を申し入れることができます。 

           この場合７日以上の予告期間をもって届け出るものとし、予告期間満了日をもって、この契約

は解除されます。ただし、甲が入院した場合等、正当な理由がある場合、即時解除することがで

きます。 

 

（乙の契約解除） 

第１８条 乙は次の各号に該当する場合は、この契約を解除することができます。 

         この場合７日以上の予告期間をもって届け出るものとし、予告期間満了日をもってこの契約は

解除されます。 

一  甲による第１１条に定めるサービス利用料金の支払いが、１ヵ月遅延し催告にもかかわらず

これが支払われない場合。 

二  甲が契約締結時、又はサービスの実施にあたり必要な事項に関する聴取・確認に対して不実

の告知又は故意に事実を告げなかったことにもっぱら起因して本契約を継続しがたい事情が発

生した場合。 

三  甲が故意、又は重大な過失により、乙の従業員又は他の利用者等の生命、身体、財産、信用

等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うことなどによって、本契約を継続しがたい事情が発生

した場合。 

四  甲が他の介護保険施設に入所した場合。 

五  甲が病院又は診療所に入院した場合。（居室の確保は３０日程度） 

六 甲が長期間外泊し、帰苑の見込みがない場合。 

２  前条の規程による契約の終了後、退所まで乙が甲に実施したサービスの利用料金については、

全額甲の負担とします。   

 

 



（契約の終了に伴う援助） 

第１９条 本契約が終了し、甲が退所する場合、前条の場合を除き、甲及び甲の家族の希望により、乙は

甲の心身の状況、おかれている環境等を勘案し、円滑な退所のために必要な以下の援助を行いま

す。 

一  適切な病院、介護保険施設の紹介。 

二  居宅介護支援事業所の紹介。 

三  その他の保健医療福祉サービスの紹介。 

２  前項の規程により本契約が解除され、甲が退所する場合、乙は前項に定める援助を行うよう努

力するものとします。 

 

（居室の明け渡し、精算） 

第２０条 本契約が、第１６条に基づき終了した場合、甲がすでに実施されたサービスに対する利用料金

支払い義務、その他本契約に基づく義務を負担しているときは、精算の上、居室を明け渡すもの

とします。 

２  甲が契約終了日までに居室の明け渡し、もしくは精算が未完の場合、甲は本来の契約終了日の

翌日から現実に前項に定める居室の明け渡しが行われた日までの期間に係る所定の料金を乙に支

払うものとします。 

３  第１項の場合に、１ヵ月に満たない期間のサービスに関する利用料金については第１１条５項

の規程を準用します。 

 

（外泊） 

第２１条 甲は乙の同意を得た上で、外泊することができます。この場合、甲は乙に外泊開始日の前日ま

でに、届け出るものとします。 

 

（契約当事者の変更） 

第２２条 甲は、契約の有効期間中に心神喪失その他の事由により判断能力を失った場合に備えて、甲の

家族等をあらかじめ代理人とすることを定めるか、又は甲の家族等を含む第三者に、契約者を変

更することに同意します。 

 

（退居時の援助及び費用負担） 

第２３条 甲が当共同生活住居を退居するときは、乙は、退居後の甲の生活環境及び介護の継続性に配慮

し、甲及び甲の家族に対し必要な援助を行うとともに、居宅介護支援事業者への情報提供、保健

医療サービス又は福祉サービス機関等と密接な連携に努めます。 

２  甲の退居まで甲の生活に要した費用等の実費は、甲の負担とします。 

３ 退居時に、居室等の原状回復費用を申し受けます。 

 

（精算） 

第２４条 この契約が終了した場合に、甲が乙から既に受領している利用料等に係る介護サービスのうち、

未給付の部分があるときは、乙は甲に対し、未給付部分に相当する利用料等を速やかに返還しま

す。 



（損害賠償） 

第２５条 乙は、介護サービスの提供に当たり、甲の生命・身体・財産に損害を生じさせた場合は、甲に

対し、速やかにその損害を賠償します。 

          ただし、損害の発生が不可抗力によるときは乙は賠償の責めを負わないものとし、甲の重過失

による場合は、賠償額を減ずることができるものとします。 

２  乙は、日本興亜損害保険株式会社の損害賠償責任保険に加入しています。 

３  甲の故意又は重過失により居室又は備品に通常の保守・管理の程度を超える補修等が必要とな

った場合は、甲がその費用を負担します。 

 

（医療機関等との連携） 

第２６条 乙は、保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努め、甲による利用

状況等を把握するよう努めます。 

２  乙は、甲の疾病、負傷等に備え、適時に診断、治療その他必要な措置が受けられるよう協力医

療機関を定めておきます。 

３  乙は、サービス提供体制の確保及び夜間における救急時の対応のために別紙「重要事項説明書」

記載の施設と連携・支援体制をとっています。 

    

（居室の決定及び移動について） 

第２７条 乙は、甲の身心の状況を考慮し、介護計画に基づいて居室を決定致します。なお、入居後の居

室移動も同様とさせていただきます。 

 

（身元引受人） 

第２８条 乙は、甲に対し、身元引受人を２人求めます。 

２  乙は、甲の心身の状況及び言動等に変化があったときは速やかに身元引受人に通知します。 

３  身元引受人は、次の各号の責任を負います。 

一  甲が医療機関に入院する場合、入院手続きが円滑に進行するよう乙に協力すること。 

二  この契約が終了した場合、適切な移転先の確保等について乙に協力すること。 

三  甲が死亡した場合の遺体及び遺品の引き受けその他の必要な措置をなすこと。 

四  甲の利用料その他乙に支払うべき費用を、毎月２０日までに納入すること。 

 

（秘密保持） 

第２９条 乙及び乙の従業員は、正当な理由がある場合を除き、甲に対する介護サービスの提供に際して

知り得た甲、及び甲の家族の秘密を漏らしません。 

２  乙は、乙の従業員が業務上知り得た甲、及び甲の家族、身元引受人の秘密を退職後も漏らすこ

とがないよう必要な措置を講じます。 

３  乙は、甲又は甲の家族の情報を第三者に提供する場合は、同意を得ることとします。※電話も

しくは文章での同意。 

 

 

 



（苦情処理） 

第３０条  甲、及び甲の家族又は身元引受人は、提供された介護サービスに疑問や苦情がある場合、いつ

でも別紙重要事項説明書記載の苦情受付窓口に問い合わせや苦情申立てをすることができます。

その場合、乙は迅速、適切に対処しサービスの向上、改善に努めます。 

２  甲は、介護保険法令に従い、市町村及び国民健康保険団体連合会等の苦情申立機関に苦情を申

し立てることができます。 

３  乙は、甲、甲の家族又は身元引受人が苦情申立てを行った場合、これを理由として甲に対して

いかなる不利益待遇、差別待遇もいたしません。 

 

（合意管轄） 

第３１条  本契約に起因する紛争に関して訴訟を提起するときは、山口地方裁判所を第一審の合意管轄裁

判所とします。 

 

（契約の定めのない事項） 

第３２条  この契約に定めのない事項について疑義がある場合は、介護保険法令その他法令の定めを尊重

し、乙と甲、甲の家族及び身元引受人が協議して解決するものとします。 

 

（個人情報提供の同意） 

第３３条 甲は、乙への入所を円滑に資するため、入所の判定に必要な範囲に限り、居宅介護支援事業所、

介護保険施設、主治医、市町村、又は児童民生委員等に対し、居宅介護サービスの利用状況、介

護者の状況、心身の状況など個人情報を提供することに同意します。 

     乙は、個人情報の提供にあたっては、関係者以外の者に開示されることがないよう細心の注意

を払います。また、個人情報を使用した会議、関係者、内容等の経過を記録しておきます。 



個人情報使用同意書 

 

 私（利用者及び利用者の家族）の個人情報については、次の記載するところにより事業所が必要最小限

の範囲内で使用、提供、または収集することに同意します。 

 

１．使用する目的 

利用者のためサービス計画に沿って円滑にサービスを提供するために実施されるサービス担当者会

議、介護支援専門員と事業者との連絡、調整等において必要な場合に限り使用します。 

 

２．使用条件 

 (１)個人情報の提供は必要最小限とし、サービス提供の関わる目的以外決して利用しない。また利用者

とのサービス利用に関わる契約の締結前からサービス終了後においても、第三者に漏らすことがな

いよう細心の注意を払うこと。 

(２)個人情報を使用した会議、関係者、内容などの経過を記録し、請求があれば開示する。 

 

３．個人情報の利用目的 

・介護サービスや業務の維持・改善のための基礎資料 

・介護計画等への説明 

・家族等への心身の状況説明 

・審査支払機関へのレセプトの提出 

・審査支払機関又は保険者からの照会への回答 

・賠償責任保険などにかかる保険会社等への相談または届出等 

・当事業所などを利用して行われる教育実習に協力するため 

・第三者機関による当該事業者の介護サービス評価・調査などに協力するため 

・関係法令等に基づく行政機関及び司法機関などへの提出 

・行政機関などによる指導・監査等に協力するため 

・施設からのお便りを発行するため 

・施設を紹介するため 

・研究発表資料の作成のため 



重要事項説明書 
（認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護） 

 

認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護サービスの提供開始にあたり、介護保

険法関係法令に基づき、当事業者があなたに説明すべき事項は次のとおりです。 

 

１． ご利用の事業所 

事 業 所 の 名 称                  グループホーム 陶ヶ岳 

運 営 主 体                  社会福祉法人 相清福祉会 

代 表 者 名                  理 事 長       相川文仁 

事業所の所在地                  山口市鋳銭司１２３６１番地の３８ 

電 話 番 号                  ０８３－９８５－０１５０ 

指定事業所番号                  ３５９０３００２０２ 

 

２． 事業の目的と運営の方針 

（１） 利用者が、可能な限りその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように

サービスを提供します。 

（２） 認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護サービスの提供は、利用

者の意志及び人格を尊重し、常に利用者の立場にたって、必要なサービスの提供を行います。 

（３） 市町村、居宅介護支援事業所、他のサービス事業所等関係機関との連携を図り、総合的な

サービスの提供に努めます。 

 

３． 主な職員の職種、人数及び職務 

職 種         員 数     職 務 内 容         

管 理 者         常勤･兼務１名 
事業所の従事者の管理及び業務の統括に関す

ること。 

計画作成担当者         常勤･兼務 2 名 事業の計画作成に関すること。 

介 護 職 員         

常勤･専従 10 名 

常勤･兼務 2 名 

非常勤･専従 2 名 

利用者に対する入浴、排泄、食事等の介護に関

すること。 

＊ 勤務時間 

①   ７：００～１６：００   

②  ９：００～１８：００  

③ １０：３０～１９：３０   

④ １６：００～１０：００    

⑤  ８：３０～１７：３０ 

＊ 勤務時間 

①  日中 各ユニット２名以上 

② 夜間 各ユニット 1 名 



４． 実施するサービスと利用料金 

＊ 提供するサービスについて 

① 利用料金が介護保険から給付されるサービス。 

② 全額自己負担していただくサービス（別記）があります。 

 

（１） 介護保険給付対象サービス 

～利用料金の大部分（通常９割）が介護保険から給付されるサービス～ 

種 類         内 容         

食 事         
利用者と職員との共同調理。 

ただし、材料費部分は別途いただきます。 

入 浴         毎日の入浴が可能です。 

排 泄         利用者の能力に合わせた排泄援助。 

機 能 訓 練         
利用者の状況、希望に応じての日常生活上必要な 

機能の回復、減退予防訓練。 

自 立 へ の 支 援         清潔、整容、更衣、離床への配慮等。 

※利用者と職員との共同生活の中で行います。 

 

＊ サービス利用料金 

    利用料金は要介護度に応じて決まっています。 

    介護保険給付費額を差し引いた額（自己負担額）をお支払いください。 

  所得に応じて自己負担割合が 2 割・３割になります。 

（自己負担額は１割負担額の２倍・３倍になります） 

 

       料金表（日額） 【認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護】 

要 介 護 度         要支援 2 
要介護度

1 

要介護度

2 

要介護度

3 

要介護度

4 

要介護度

5 

サービス利用料金 7,490 円 7,530 円 7,880 円 8,120 円 8,280 円 8,450 円 

うち介護保険から         

給付される金額         
6,731 円 6,767 円 7,082 円 7,298 円 7,442 円 7,595 円 

自己負担額 1 割 749 円 753 円 788 円 812 円 828 円 8４5 円 

       料金表（日額） 【短期利用共同生活介護・介護予防短期利用共同生活介護】 

要 介 護 度         要支援 2 
要介護度

1 

要介護度

2 

要介護度

3 

要介護度

4 

要介護度

5 

サービス利用料金 7,770 円 7,810 円 8,170 円 8,410 円 8,580 円 8,740 円 

うち介護保険から         

給付される金額         
6,983 円 7,029 円 7,343 円 7,569 円 7,712 円 7,856 円 

自己負担額 1 割 777 円 781 円 817 円 841 円 858 円 874 円 



       料金表（日額） 【加算料金】 

①入所して３０日の期間は、初期加算として日額３００円（自己負担３０円） 

  加算されます。 

② 医療連携体制加算（Ⅰ）ロ として日額４７０円（自己負担４７円） 

  加算されます。 

③介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 

 総単位数にサービス別加算率 18.6％を乗じた単位数で算定し加算されます。 

④サービス提供体制強化加算（Ⅱ）として日額 180 円（自己負担１８円） 

加算されます。  

⑤認知症専門ケア加算（Ⅰ）として日額 30 円（自己負担 3 円） 

 加算されます。 

⑥看取り介護加算として死亡日以前 31～45 日日額 720 円（自己負担 72 円）、4～30 日

日額 1,440 円（自己負担 144 円）、死亡日前日及び前々日 6,800 円（自己負担 680 円）、

死亡日日額 12,800 円（自己負担 1,280 円）加算されます。 

    ※短期利用共同生活介護は、上記①⑤⑥を除きます。 

 

   ※短期利用共同生活介護（ショートステイ）について 

    定員の範囲内で空室を利用するもので 1 名を上限とし、30 日以内の利用期間で運用します。短

期利用共同生活介護利用の場合は、その居室（入院等の事由により空室となった）のご利用者およ

びご家族の了承を得ることといたします。 

※償還払いについて 

法定代理サービスを希望されない場合は、いったんサービス料金を全額お支払いただく場合があ

ります。 その場合は後日、お住まいの市町村役場で申請していただくと、サービス利用料金の９

割または 8 割・７割が払い戻されます。その申請に必要な「サービス提供証明書」を発行します。 

 

（２） 介護保険給付対象とならないサービス 

       ～全額ご利用者の負担となるサービス～ 

 

種 類         内 容         

食材料費 
 １日   １，５９５円 

（朝食 ４９５円・昼食 ５５０円・夕食 ５５０円） 

居室の利用料（家賃）  １日  １，４３０円     

水光熱費 １日    ３３０円 

リース料 １日    150 円（ベッドマット、シーツ、カーテン） 



レクリエーション 

クラブ活動 

材料費等実費 

ご希望者によりレクリエーションやクラブ活動に参加 

した場合。 

その他必要となる 

諸費用 

 実費 

医療費、オムツ代、理美容代等。 

退去時原状回復費 

 実費 （清掃費のみで 14,８５0 円） 

退去時に居室等の原状回復費用を実費請求。 

 （清掃費、壁紙・床・備品等の修復費） 

 ※冬季加算（暖房費） ２,０７０円／月（１１月～３月） 

（３）入院期間の利用料金について 

   入院期間については、概ね３０日程度は居室を確保いたしますので、入院２日目より 

日額１,０００円を申し受け、食材料費、居室の利用料、水光熱費は徴収しません。 

（４）外泊時の利用料金について 

   外泊時については、居室の利用料、水光熱費、リース料は徴収させていただきます。 

 

５． 利用定員 

             １８人 

 

６． 居室の概要 

         １８人（個室） 

 

７． 協力医療機関について 

入所者の心身の状態に異変その他緊急事態が生じたときは、主治医又は協力医療機関にて適切

な措置を講ずる。 

２ 入所者に健康上の急変があった場合は、関係機関もしくは適切に医療機関と連絡を取り、救急

医療等の適切な措置を講ずる。 

３ 協力医療機関を定めておく。 

４ サービスの提供体制の確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護保険施設、病院等との

間の連携及び支援の体制を整える。 

 

 

 

 

 

 

 



◎医療が必要となった場合、下記の医療機関にて入院及び治療がうけられます。 

１．連携医療機関 

名 称 

 

 相川医院 

 

阿知須同仁病院 内田歯科 

所在地 山口市鋳銭司 5964 番地の１ 山口市阿知須 4241 山口市鋳銭司 5672 番地１ 

電話番号 ０８３－９８６－２１７７ ０８３６－６５－５５５５ ０８３－９８５－０４１８ 

※ 当施設は、緊急な場合に備え、利用者及び家族の情報を上記医療機関に提供します。ただし、医療

機関での優先的な治療等を保証するものではありません。また、医療機関での治療等を義務付ける

ものでもありません。 

 

２．連携訪問看護ステーション 

  当施設は、契約訪問看護ステーションと情報を共有し、携帯電話を活用し２４時間連携をとります。  

  名  称   連    絡   先  管  理  者 

 

相川医院さきがけ 

  訪問看護ステーション 

山口市鋳銭司 5964 番地の１ 

０９０－７１２４－１８６６ 

０９０－３１７０－６８６３ 

 

富永 和枝 

 

８．施設に入居していただく場合 

   サービスの利用にあたっては、主治医による認知症の診断書の提出をいただき、その上で契約を

結び、サービスの提供を開始します。 

施設を退居していただく場合 

契約書では特に契約期間は定めていません。 

いつでも契約の解除を申し出ていただき、施設を退居していただくことができます。 

施設から退居をお願いする主な場合（ 契約書  第１８条 ） 

① 心身の状況等について不実の告知、又は故意に事実を告げなかった場合等、契約を継続し難い

事態が生じた場合。 

② サービス利用料金の支払いが１ヵ月遅延した場合。 

③ 従業員又は他の利用者等の生命、身体、財産等を傷つけたり、不信行為を行ったりして、契約

の継続を持続し難い事態が生じた場合。 

④ 要介護度が「自立（非該当）」又は「要支援１」と判断された場合。 

⑤ 他の介護保険施設に入所した場合。 

⑥ 病院又は診療所に入院した場合。（居室の確保は３０日程度） 

⑦ 長期間外泊し、帰苑の見込みがない場合。 

 

 

 



９． 重度化、看取り介護について 

（１） 重度化対応に関する指針に基づいて質の高いサービスを提供致します。利用者が人道的、    

且つ安らかな終末を迎えることができるように、可能な限り尊厳と安楽を保てるようにサービ

スを提供します。 

（２） 看取り介護は、重度化に伴い事前に身元引受人に今後の方向を文章にて伺い、同意を頂きま

す。その後、医師の指示により多職種協働のもとで利用者及び家族の尊厳を支えるサービスの

提供に努めます。 

 

１０．苦情等の受付 

苦情があった場合は、速やかに管理者が相手方に連絡を取り、詳しい事情を聞きます。管理者が

必要あると判断した場合は、検討会議を開催し、検討の結果については翌日までには具体的な対応

を行います。また、賠償責任が生じた場合には速やかに保険会社に連絡し対応を検討するとともに、

すべての処理結果を台帳に保管し、再発を防ぐために役立てます。 

 

グループホーム 

陶ヶ岳 

窓口担当者   横川夕子 

連絡先     ０８３―９８５－０１５０ 

第三者委員   中野澄男（０８３－９８６－２１３５） 

利用者に該当する保険者と山口県国民健康保険団体連合会の連絡先 

   ・山口市介護保険課            ０８３－９３４－２７９５ 

   ・山口市基幹型地域包括支援センター    ０８３―９３４－２７５８ 

・山口県国民健康保険団体連合会（国保連）  

介護サービス苦情相談窓口       ０８３－９９５－１０１０  （山口市朝田 1980-7） 

 

１１．秘密の保持 

         業務上知り得た利用者又はご家族の情報は、その目的以外には決して用いません。 

 

１２．事故発生時の対応 

         認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護サービスの提供において、利

用者に、万一事故が発生した場合、速やかに関係市町村、家族等に連絡し、必要な対応を行いま

す。 

 

１３．身体の拘束について 

利用者や他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急のやむを得ない場合を除き、身体的

拘束その他行動の制限は行いません。又、やむを得ない場合については、事前又は事後速やかに

身元引受人に対して、利用者に対する行動制限の根拠、内容、見込まれる期間について説明しま

す。 

 

１４．虐待の防止について 

サービスの提供にあたって、当事業者の従業員の利用者への虐待を禁止するとともに、養護す

る者による虐待を知り得た場合、関係機関に速やかに通報及び連絡します。 



１５．運営推進会議 

運営推進会議において、活動状況を報告し評価を受け、必要な要望、助言等を聞き、会議内容

を記録し公表します。 

 

１６．情報の開示 

認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護サービスの提供において、常

に自己評価を行うとともに、定期的に外部評価を受け、結果を公表します。 

 

１７．提供するサービスの第三者評価の実施状況 

     第三者評価を実施しております。 

実施した直近の年月日 実施した評価機関の名称 評価結果の開示状況 

令和５年１１月１６日 

一般社団法人 

広島県シルバーサービス振興会 

事務所内に保管し 

閲覧可能 

 

１８，非常災害時の通報及び連絡体制 

非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、非常災害に関する具体的な通報・連絡

体制の周知を図ります。 

 

１９．非常災害時の対策 

①火災発生時 発見者は初期消火にあたるとともに、火災を最小限に食い止めるよう手段をと

ります。また、速やかに関係機関へ通報の上、安全を確保しながら避難誘導を行

います。誘導中に体調不良や負傷した場合は適切に処置を行うとともに状況の把

握に努めます。 

② 停電対策 日頃から懐中電灯、電池等点火物の位置を把握しておき、直ぐに使用できるよう

にしておきます。 

③ 地震対策 安全を確保しながら揺れが収まるまで待機し、避難が必要なときは、利用者の安

全を確認しながら避難口より効率よく避難します。負傷者がいた場合はけがの程

度を確認し、早急に対応します。なお、火災発生の有無を確認し、発見されれば

初期消火を行うとともに、全体の状況把握に努めます。 

④ 風水害の場合 テレビ・ラジオ・インターネット等で情報を入手し必要な備えを行います。

職員や利用者へ定期的に情報を伝えることにより、不安になることがないよう支

援します。緊急避難の際には、利用者の身体状況に応じて、冷静な対応が取れる

よう、あらかじめ決められた避難方法を確認します。 



本契約を証するため、本書を２通作成し、記名捺印の上甲乙各１通を保有するものとします。 

 

令和      年 月 日         

 

〔 利用者 甲 〕 

      私は、契約の締結にあたり、乙から認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活

介護サービスに関する個人情報使用同意書・重要事項説明書の説明に同意し、本契約を申し込みま

す。 

 

            住 所     

 

            氏 名                                               印 

             （ 代筆                       ） 

 

    第一身元引受人 

            住 所     

 

            氏 名                                               印 

 

            電 話     

 

    第二身元引受人 

            住 所     

 

            氏 名                                               印 

 

            電 話     

 

 

 

〔 事業者 乙 〕 

      当事業所は、甲の申込を受け、本契約に定める義務を誠実に履行します。 

 

            住 所          山口市鋳銭司１２３６１－３８ 

            名 称          社会福祉法人 相清福祉会 

グループホーム 陶ヶ岳 

            代 表 者           理 事 長      相 川 文 仁             印 

            電 話           ０８３－９８５－０１５０ 

 

      当事業所は、認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護サービスの提供開

始にあたり、個人情報使用同意書及び重要事項説明書に基づき説明しました。 

      事業者名称   グループホーム 陶ヶ岳 

      説明者氏名                     印 


